
１．報酬返還事例（訪問系）

２．報酬返還事例（相談系）

算定基準　別表第１他居宅介護

令和４年度指定障害福祉サービス事業者等（訪問系・相談系）の指導状況について

　　　令和２年度及び令和３年度はコロナウイルス感染症の発生状況を鑑み訪問系・相談系の実地指導を見送っていたが、

　　　例年、以下の項目での指摘事項が見られるため、事業所運営の参考にしていただきたい。

項目 根拠

　　　今年度より実地指導を再開した。

・家事援助について、最初の３０分を超えてから１５分単位で算定するところ、３０分

単位（例：サービス提供が４５分である場合、本来は４５分の単位数であるところ、１

時間の単位数で請求）で算定していた。

・初回加算について、初回の居宅介護を行った日の属する月にサービス提供責任者が支

援又は同行していないのに算定していた。

計画相談

・サービス利用支援費について、実施していない月に請求していた。

算定基準　別表

・１回のサービス利用支援に対し、連続する月に計２回請求していた。

・継続サービス利用支援費について、利用者の体調不良でモニタリングを実施していな

かったが、算定していた。

・継続サービス利用支援費で請求すべき利用者に対し、サービス利用支援費で請求して

いた。

・サービス担当者会議実施加算について、継続サービス利用支援の実施時に算定できる

が、サービス利用支援の実施時に算定していた。

・サービス担当者会議実施加算及びサービス提供時モニタリング加算について、実施し

ていない月に請求していた。
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３．指摘事例（訪問系）

指定基準　第９条

指定基準　第１０条

指定基準　第１４条

居宅介護

等
・サービスを提供した際には、必要な事項をサービス提供

の都度記録し、確認を受ける必要があるが、後日一括して

確認を受けていた。

オ　介護給付費の額に係る通

知等

・介護給付費の額及び地域生活支援給付費の額に係る利用

者への通知の事実を証する書類を確認できなかった。

ク　秘密保持等

・雇用契約時に従業員から秘密保持に関する誓約書等を受

領していなかった。

キ　勤務体制の確保等
・月ごとの勤務表を作成しておらず、日々の勤務時間、職

務の内容等を明確にしていなかった。

・利用者の受給者証の有効期間が切れていたにも関わら

ず、新しい受給者証の確認を行っていなかった。
ウ　受給資格の確認

・報告を行ったことを証する書類を確認できなかった。イ　契約支給量の報告等

・契約書、重要事項説明書及び運営規程で記載が異なって

いた。

ア　内容及び手続の説明及

び同意

根拠

エ　サービスの提供の記録

・実績記録票とサービス提供記録票が一致していなかっ

た。

指定基準　第１９条

・居宅介護の家事援助を提供した際に、家事援助ではなく

重度訪問介護と誤記していた。

・提供したサービスの具体的内容（身体介護と家事援助の

別等）及び実績時間数の記載が漏れていた。

項目 事由

・提供したサービスの具体的内容（身体介護と家事援助の

別等）及び実績時間数の記載が漏れていた。

指定基準　第２３条　他

カ　居宅介護計画の作成

・サービス提供責任者でない管理者が、作成及び説明をし

ていた。
指定基準　第２６条

・担当する従業者の氏名及びサービスの具体的内容等を記

載していなかった。

指定基準　第３３条

指定基準　第３６条
・あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を

得ていなかった。

・管理者及びサービス提供責任者が変更になっていたにも

かかわらず、届け出ていなかった。
法　第４６条ケ　変更の届出等



４．指摘事例（相談系）

指定基準　第３条

指定基準　第２０条

項目 事由 根拠

相談系事

業所

ア　従業者

・相談支援専門員が、兼務する他の事業所の利用者に対

し、３か月を超えてサービス利用支援及び継続サービス利

用支援を実施していた。

イ　内容及び手続の説明及び

同意

・契約書、重要事項説明書及び運営規程で記載が異なって

いた。

エ　記録の整備

・サービス担当者会議の開催等により、担当者から、専門

的な見地からの意見を求めている事実を確認できなかっ

た。

オ　変更の届出等
・相談支援専門員が変更になっていたにもかかわらず、届

け出ていなかった。

指定基準　第５条

ウ　計画相談支援の具体的取

扱方針

・サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の内容に

ついて、一部利用者等の同意が確認できなかった。

指定基準　第３０条

・モニタリングに当たって、居宅ではなく通所先を訪問し

ていた。

・サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の片方し

か保存されていなかった。

・一部利用者のサービス担当者会議等の記録が保存されて

いなかった。

・一部利用者のモニタリングの結果の記録が保存されてい

なかった。

法　第５１条の２５他

ケ　請求に関する算定誤り

・サービス担当者会議実施加算及びサービス提供時モニタ

リング加算について、記録の作成が不十分であった。

算定基準　別表
・精神障害者支援体制加算について、精神障害者等へ適切

に対応できる体制が整備されている旨を事業所に掲示して

いなかった。



５．他自治体行政処分事例（訪問系）

処分内容 事由 根拠

・法第50条第１項第５号

・法第50条第１項第６号

・法第50条第１項第７号

居宅介護

等

（茨木市）

指定取消

（介護保険法違反）

・総合支援法上の居宅介護、重度訪問介護及び同行援護と

一体的に運営する介護保険法（平成９年第 123 号）上の

訪問介護 において、介護給付費の請求に関する不正及び

虚偽の答弁が行われた。

法第 50 条第１項

（津市）

指定取消

（不正請求）

・元従業員の名義を不正に使用し、元従業員が訪問介護員

（ホームヘルパー）として従事していたかのように記録を

偽装し、利用者への指定居宅介護のサービス提供分にかか

る介護給付費を不正に請求していた。

・サービス提供の実態がないにもかかわらず、元従業員と

は別の従業員が　従事していたとする訪問者記録を作成・

提出した。

・サービス提供の実態がないにもかかわらず、元従業員と

は別の従業員が従事していたと主張し、事実の隠蔽を図っ

た。

・法第50条第１項第５号

・法第50条第１項第６号

・法第50条第１項第７号

（札幌市）

指定取消

（設備基準違反及び運営基準違反）

・行動援護のサービス提供を行う資格要件を満たさない従

業者に支援させ、不正に介護給付費を請求した。

・道路運送法上の許可を得ずに、利用者をヘルパーの運転

する乗用車に乗車させて、不正に介護給付費を請求した。

・第48 条第１項に基づく帳簿書類の提出の命令に対し、

虚偽の報告をした。

・第48 条第１項の規定による検査を拒み、忌避した。



６．他自治体行政処分事例（相談系）

処分内容 事由 根拠

相談支援

事業所等

（東大阪市）

指定取消

（不正の手段による指定）

・新規指定において、実際には配置すべき従業者がいない

にも関わらず、人員基準を満たしているように装うため、

管理者兼相談支援専門員１名を勤務予定者として本市に提

出することにより指定を受けた。

（不正又は著しく不当な行為）

・勤務予定がないにも関わらず新規指定時に勤務予定者と

して本市に提出した管理者兼相談支援専門員について、指

定後に勤務した後、退職したとする虚偽の変更の届出を

行った。

・法第51条の29第１項第８号

・法第51条の29第２項第８号

・法第51条の29第１項第10号

・法第51条の29第２項第10号

（静岡市）

指定取消

（人員基準違反）

・実際に勤務しない相談支援専門員を記載した勤務形態一

覧表、組織体制図等を提出し、虚偽の申請により、不正に

指定特定相談支援事業及び指定障害児相談支援事業の指定

を受けた。

・第51条の29第２項第８号

・児童福祉法第24条の36第

８号

〇法・・・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平成１７年法律第１２３号）

〇指定基準・・・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚
生労働省令第１７１号）

〇算定基準・・・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）

〇解釈通知・・・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８年１２
月６日障発第１２０６００１号）

〇留意事項通知・・・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ
く指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する
基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年１０月３１日障発第１０３１０
０１号）

※地域相談支援、計画相談支援、障害児相談支援については、各々の法令をご確認ください。

関 係 法 令


